平成２6年度　第１回大阪府スポーツ推進審議会

○日　　時　　　平成２７年３月２３日（月）１５：００～１７：００

○場　　所　　　大阪府庁別館６階　教育委員会議室
○出席状況　　　出席委員　１３名　欠席委員　３名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（事務局）　　教育監、保健体育課長、首席指導主事２名、総括主査３名、主任指導主事１名
　　　　　　　府民文化部　魅力づくり推進課　参事１名、課長補佐1名、
福祉部　自立支援課　主査１名
　　　　　　　　傍聴者　　　０名

１　開　　会

・　事務局が開会宣言
２　あいさつ

・　大阪府教育委員会を代表して教育監があいさつ
・　大阪府スポーツ推進審議会会長があいさつ

３　委員の人事について

・　事務局から新委員の選任経過を説明するとともに、所属団体における異動に伴い、平成２６年８月２５日付けで３名を、新たに任命、委嘱したことを報告

・　事務局から、本日の会議が大阪府スポーツ推進審議会運営要領に規定する定足数を充たしていることを報告

４　議長選出

・　大阪府スポーツ推進審議会条例第５条第１項により、会長を議長に選出
５　議　　事
（１）報告事項
　①平成２７年度保健体育課、魅力づくり推進（スポーツ振興グループ）課関係行事予定について
　　②平成２６年度保健体育課、魅力づくり推進（スポーツ振興グループ）課関係予算について
・資料１、資料２により事務局が概要を説明
　［質疑応答等］なし　

③大阪府スポーツ推進計画の進捗状況について

・資料３により、事務局が概要を説明
［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局
△　大阪マラソンの応募者数について、大阪府民が占める割合を示すことは可能か。

◆　持ち帰り調べる。

△　推進計画の指標の部分について、「大阪府ではスポーツが盛んだと思う府民の割合」等はどのように調べているのか。市町村別に示すことは可能か。
◆　ナンバーワン大阪という調査（Qネット）により数字化している。市町村別のデータはない。
△　目標値を掲げているので、各市町村別の数字もあれば良い。

△　大阪府スポーツ推進計画のそれぞれの施策の展開に応じた目標指標が必要ではないか。すでに示されている計画であるので、意見として申し述べる。
（２）協議事項
①　平成２７年度体育関係団体に関する補助金（案）について
・資料４により、事務局が説明
　［協議内容の概要］
　　 ・質問、意見なし

　　　[原案について承認]　　
　②　「2020東京オリンピック・パラリンピック」開催に向けて
　 ・資料５により、事務局が説明
［協議内容の概要］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

· 　練習会場と宿泊場所が両方なければならいということだが、条件などはあるのか。
◆　 基準として、練習場所と宿泊場所の移動時間が１時間以内ということが条件にあげられている。

△　 2020年については、高校総体が北関東ブロックで開催予定であり、全国高等学校体育連盟においては宿泊地の確保の問題が課題とされている。宿泊場所の確保という観点から、事前キャンプで必要な宿泊施設を取りまとめるような組織や窓口はないものか。
△　 ロンドンオリンピックでは、地元のボランティアの力が強かったと聞いている。ボランティアを増やすことはスポーツ推進には不可欠であり、活用や育成等のアクションプランの作成を期待したい。
　　 また、パラリンピックの受け入れは、施設の改修や充実につながるので、それを契機にスポーツ推進を行うことは良いことではないか。

△　 事前キャンプの際、練習は非公開になることもあるが、地元との交流等は可能になるのか。

◆　 サッカーワールドカップ時のキャンプのように、地元に還元されるような期待感があるようだが、組織委員会の説明では、あくまでも金メダルを狙う上での準備の場であり、地元との交流などの期待を持たないようにとのことであった。
（３）その他

①「平成２６年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」結果概要について

　・資料６により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

△　 授業以外に運動する機会が増えてきている結果である。
△　 中学校は、部活動がある。現在６５％を上回る加入率である。安全面に十分注意して実施させている。小学校では、業間に体操などを行い、身体を動かすきっかけづくりをしている。

△　 府下の市町村では取組みに差がある。寝屋川市では、小学５年生から中学３年生まで体力テストを実施している。最初は慣れないので、実施や測定の要領を得ないが、学年が進むにつれ、慣れてきて記録も向上する。一番重要なことは、体育の授業がいかに楽しく実施できているかが大切である。結果の数字だけでは、見えない部分も多い。
△　 学校の授業などのプログラムサービスがきっかけとなり、運動部活動や地域クラブなどに加入しスポーツを行えるような（エリアサービス）好循環がうまくいくようになれば良い。授業が楽しいということは、スポーツを行っていくうえで、大きな動機付けとなる。大阪府は平成２５～２６年にかけて、授業が楽しいという結果が上昇しているので、その上昇要素（グッドプラクティス）についての情報提供を進めてほしい。

②平成27年度全国高等学校総合体育大会について

　・資料７により、事務局が説明

［質疑応答等］なし　　

　　③「２０１９ラグビーワールドカップ」開催に向けて

　　　・資料８により、事務局が説明

［質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

　　  △　 事前キャンプの宿泊施設について、簡易な宿泊施設で対応できないか。
　　  ◆　 ハイレベルなホテルを要求されることが多い。ある競技団体の例では、五つ星のホテルを要求してくることもあると聞いている。

　　④大阪府の障がい者スポーツについて
　　　・資料９により、事務局が説明

[質疑応答等］　□・・議長　△・・委員　◆・・事務局

　　　△ 　大阪府レクリエーション協会で障がいがある人、ない人がともにスポーツを行う事業を実施している。なかなか接点が持てない中で、交流を進めていきたい。

　　　△ 　各自治体や地域のスポーツクラブなどに情報を提供していくことが大切である。障がい者スポーツにおいては、大阪府の競技レベルや指導者の指導レベルは大変高いと認識している。

　　　□ 　全体を通して、意見等を伺う。

　　　△　 大阪府レクリエーション協会が行っている障がい者スポーツ事業の実施種目を教えてほしい。

　　　△　 日ごろスポーツに親しんでいない人が対象としていることもあり、レクリエーション的で簡単に行えるスポーツ種目がメインである。

　　　△　 中学校の武道必修化に伴い、大阪府下の中学校ではどの種目（武道）を採用されているのか。また、道具や道着などはどのように準備しているのか。加えて、教育委員会等から道具の購入に対して、助成などの制度があるのか。
　　　◆　 中学校は市町村により、武道の採用種目が異なる。同一種目を採用している市町村もあれば、各学校の判断を尊重している市町村もある。その種目については、柔道と剣道がほとんどである。助成等の予算面に関しては、各市町村によって状況が異なっており、府は助成していない。

　　　△　 中学校の武道必修化においては、柔道・剣道・相撲である。相撲は指導者がほとんどいない。剣道は道具を準備しなければならない量が多く、柔道を選択している学校が多い。反面、柔道は、怪我につながる率が高いと言われ、教員に対する事前指導などにも気を使っている。中学の体育教員においても、柔道の実技経験がない教員が2割ぐらいいるのが現実。
　　　△　 枚方市の状況は、すべての中学校で剣道を行っている。竹刀、防具等については、市が業者からレンタルしている状況である。また、市の剣道連盟が事前に教員に対して研修を実施し、教員の指導力向上に取り組んでいる。
　　　△　 なぎなた競技も、剣道に見習い、組織の力を上げていきたい。

　　　△　 摂津市においても、１校を除いて剣道を行っている。枚方市と同様、竹刀、防具等について市で準備している。生徒は、面の下に付けるキャップのみ個人で購入させている。指導は、市の剣道協会の指導者に協力願い、教員と２人で授業にあたっている。
　　　△　 さまざまな施策もスポーツ基本法があり、大阪府スポーツ推進計画があってのこと。日本は“する”スポーツがしにくいところ。個人以外で組織的にスポーツを行っている調査では、１７～１８％となっている。大阪府スポーツ推進計画の「ライフステージに応じたスポーツ機会の創造」の部分に力を注いでほしい。そのためには人に対する予算が必要で、予算化するためにも、施策としてアクションプランを示して、共助共生社会の実現に向け、取り組んでいただきたい。加えて、日本の部活動システムは、海外に例を見ないシステムであり、うまく活用できる仕組みづくりが今後必要であると考える。「学校における運動部活動の充実及び学校体育と地域スポーツの連携」といった部分では、ドイツをも上回る資産を日本は持っていると思っている。
　　　△　 特に中学校では運動部活動（以下　部活動）は課題の一つとなっている。部活動の大切さは理解しているが、競技指導力、生徒、保護者及び地域のニーズも含め、教員にとって大変重荷になっていることも事実。中学校の部活動がどの部分までカバーするのか難しいところ。競技力向上といった観点からみると、教員の指導力に頼るのは厳しい部分がある。外部指導者の派遣等も含め、学校部活動については、国が支援し、責任を持っていくことが必要である。

　　　△　 中学校の部活動を運営していくためには、財政的な支援は不可欠。また、中学校の部活動では、競技スポーツという面は少ないと感じている。
　　　△　 学校と地域がうまく連携し、子どもたちがスポーツを行っていける環境をつくっていけばよいと思う。

　　　△　 当初は学校と地域が連携していくことが言われていた。大阪市では、各区にスポーツセンターがあるが、施設管理に指定管理者制度が導入され、収益率等が優先されている中で、学校との連携が取れない状況となっている。
６　その他
・　退任者５名からの退任あいさつ

７　閉会

・　事務局が閉会宣言を行う
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